



大 森 正 之
1.課 題 設定
本稿 は,1998～1999年 度に文部省科学研究費補助 による共同研究(萌 芽
的研究 ・課題番号10878089)と して行われた 「内水面漁業協同組合の環境
保全機能一 環境経済学および環境社会学か らの接近 」の研究成果報告
書(以 下 「報告書」と略す)・第3部1「 内水面漁業協同組合における環境
保全機能の現状と限界」を圧縮,加 筆,訂 正 して掲載するものである。
本稿の課題は次のように設定される。まず,本 誌掲載済みの先行論文(文
献研究)で 導出 した仮説群をふまえた内水面漁業協同組合(以 下,内 水面漁
協 と略す)の 環境保全活動に関する調査票調査(お よび若干の経営資料分析)
の結果を改めて確認することである。次に,内 水面漁協の環境保全機能(具
体的には流域環境の保全度と魚類の自然繁殖率の維持 ・向上)を 規定する諸
要因の相互連関を文献研究の成果か ら導き,図 示することで,こ の機能を規
定する諸要因の全体像を明らかにする。その上で,漁 協の営利志向性の強弱
と流域環境保全協定の有無 とが,環 境保全の程度についての指標とみなされ
る特定魚種(本 稿ではアユ)の 天然遡上率(自 然繁殖率と同義,3章U)② で
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定義する)に 有意な差異をもた らすとの仮説を設定する。そして,そ の検証
および反証過程で行う推論から,内 水面漁業制度の制定過程における政府と
漁業者 との問の 「本源的な取 り引き(協 定)」(「協定」 とは以下では 「取 り
引き」内容の約定化された 「取り決め」をいう)が 「失敗」 している蓋然性
を指摘する。またこの 「本源的な取 り引き(協 定)の 失敗」が,そ の後に漁
協 と流域環境破壊の原因者との問で締結される自発的な流域環境保全協定の
内容を強 く規定 し,天 然遡上率の低下を発現させる 「自発的な取 り引き(協
定)の 失敗」(「取 り引 き内容改善の失敗」を含む)が 発生する蓋然性を指摘
する。 さらに,具 体的な流域環境保全協定の内容を検討することで,こ うし




最後に,本 稿では,内 水面漁業権制度の確立時における 「本源的な取 り引
き(協 定)の 失敗」が,そ の後の流域環境問題における当事者のうち,内 水
面漁協において 「自発的な取 り引き(協 定)の 失敗」 を導 く点に着目し,環
境経済学の古典的学説 とされているコースの定理 と関連づけ,こ うした 「取
り引き(協 定)の 失敗」の理論的含意を明 らかにする。また,も う一つの理
論的含意 として,本 稿で採用 している経済的 ・経営的データと環境保全の程
度を示す自然科学的データとの接合分析が,今 後,地 域(流 域)環 境監査と











ここでは,先 行論文において分析視角として採用 した4つ の次元に即 して,
調査票調査の結果と若干の経営分析の結果を要約す る(詳 細については,
「報告書」第4部 「調査票調査およびデータ分析に関する資料 ・統計集」 を
参照)。
[1]漁 業者と漁業者との間の流域環境と魚類資源をあぐる対立
内水面漁協の設立時については,73.7%の 漁協が1940～1950年 代 であ っ
たと回答 している(n=453)。 また,設 立契機が1949年 の漁業法改正 に伴
う第5種 共同漁業権の設定にあったとする漁協は64.9%で あり,ダ ムや堰の
建設,ダ ムか らの放水,治 山治水工事,砂 利採取,森 林伐採,工 場廃水,産
業廃棄物投棄 などの環境問題にあったとする漁協が合計で47.0%で あった。
「旧漁業権者による漁場独占の排除」 と 「漁業者相互間の利害対立」 を設立
契機 にあげる漁協はそれぞれ14.0%と10,0%で あった(複 数回答n=501)。
以上か ら漁業者と漁業者との間の流域環境と魚類資源をめぐる対立は,制 度




た(複 数回答n=480)。 以上から,漁 業者間の魚類資源をめぐる対立が,内
水面漁業制度の確立と組合の設立以降,緩 和されていることがわかる。
また,経 営資料分析の結果,1999年 時点で,組 合員型漁協(1)において常
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勤および非常勤の職員給与(年 額一人平均約366万 円)が 支出合計に占める
割合は13.5%で あるのに対 し,常 勤および非常勤役員の報酬(年 額一人平均
約10万 円)は2,2%に すぎないこと,遊 漁者型漁協において常勤および非常
勤の職員給与(年 額一人平均約86万 円)が 支出合計に占める割合 は約15.0
%で あるのに対 し,常 勤および非常勤役員の報酬(年 額一人平均約3万 円)
は3.4%に すぎないことがわかった。役員報酬 は職員給与に比 して極めて少
額であり,役 員層は他の収入 に依存せざるを得えないが,役 員層が一般組合
員に対 して社会階層上,優 位 に位置づけられてはいない,と 判断することは
できない。 とはいえ,役 員層が組合運営において 「寄生的」であるともいえ
ないのである(2)。む しろ役員層 は,流 域環境対策や増殖事業を担わざるをえ
ず,そ の活動が 「ボランティア化」 しているとみなす全内漁連広報誌上での
漁協関係者の主張には,実 態がよ く現れている(先 行論文を参照)。
[II]漁 業者 と遊漁者との間の流域環境 と魚類資源をめぐる対立
調査票調査の結果,漁 協の設立契機を問う設問に対 して,「 遊漁者の乱獲
(不正漁法)」 をあげた漁協は25,1%で あった(複 数回答n=501)。 また1999
年時点で環境破壊以外の魚類資源問題の原因を問う設問に関 しては,「 遊漁
者による乱獲」をあげる漁協が25.6%,「 乱獲以外の遊漁規則違反」 をあげ
る漁協が19.4%で あった(複 数回答y=480)。 なお,次 の皿でも言及するが,
1999年 時点での流域環境問題の内容を問 う設問において,「遊漁者によるゴ
ミの放置」をあげる漁協が37.3%あ った(複 数回答n=501)。 以上のように
組合設立時に遊漁者の乱獲を問題視 した漁協が,4分 の1も あったことから,
漁業者(組 合員遊漁者を含む)と 非組合員遊漁者との間の流域環境と魚類資
源をめぐる対立 は,戦 後既に問題視されており,そ れ以降ほとんど改善は見
られず,近 年より先鋭化 していると考えられる。








[皿]漁 業者 ・遊漁者 と他の流域環境利用者との間の流域環境と魚類資源
をめぐる対立
既 に指摘 したよ うに,漁 協 の設立契機が流域環境問題 にあ るとす る漁協 は
合計 で47.0%あ った。最初 の環境 問題 の発 現時 期 を問 う設 問 に関 して は,
1945～1954年 が10.2%,1955～1964年 が22.9%,1965～1974年 が28.7%,
1975～1984年 が20.9%,1985～1994年 が13.2%で あ った(η=363)。 そ して,
環境 問題 の内容 は 「ダムや堰 の建設 によ る遡 上障害」(259%),「 近 隣住 民 の
生活雑廃水 によ る水質 汚染」(13.2%),「 工 場廃 水 による水質汚染」(10.3%),
「治山治水 ・林道工事 によ る水質 汚染」(9.8%),「 農業 廃水 ・農 薬 によ る水
質汚 染」(9.2%)の 順 であ った(複 数 回答 η=478)。1999年 時点 の環境 問題
の発 現時期を問 う設問に関 して は,1945～1954年 が3.6%,1955～1964年 が
17.0%,1965～1979年 が24.7%,1975～1984年 が24.8%,1985～1994年 が
21.1%で あ り(n=501),環 境 問題 の内容 は 「近 隣住民 の生 活雑 廃 水 に よ る
水質汚染」(49.1%),「 ダムや堰 の建設 による遡上 障害」(42,9%),「 遊 漁者
による ゴ ミの放置」(37.3%),「 治 山治水 ・林道工事 によ る水 質 汚染」(34.9
%),「 農業廃水 ・農薬 による水質汚染」(30.5%),「 工 場 廃水 によ る水 質汚
染」(19.6%)の 順 で あった(複 数回答Y=501)。
以 上か ら,最 初の環境問題 の発現以降,す べての原因 が十分 に改善されず,
かえ って問題の発現が多 くの漁協 に拡大 してい ることが推察 され る。既 に指
摘 した ように,最 初 の環境問題 の発現時期 では遊漁者 は ゴ ミ放置者 と して は
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ほとん ど現 れてお らず,近 年 にわか に流域環境 の汚染者 として登場 している。
こ うした環境 問題 の発現 に際 して,漁 協 がと った対 外的対策 を問 う設 問に
お いて,最 初 の環境問題 の発現時で は,「 原 因者 との協 定 ・覚書の締 結」(37.
4%),「 原因者 との間 での直接の示談 ・和解」(30.9%),「 何の対策 もと らな
か った」(20.6%),「 市町村 の仲介 によ る示談 ・和 解」(20.6%)の 順 で あ っ
た(複 数 回答n=495)。 また,漁 協 が被 る被 害が最大 であ った環境問題 の発
現 に際 して,対 外 的対 策は 「原 因者 との協 定 ・覚書 の締結」(41.4%),「 原
因者 との間での直接の示談 ・和解」(28.8%),「 市 町村 の仲介 によ る示 談 ・
和解」(21.7%),「 県 ・市 町村 での水質保護条例制定 の陳情 ・請願」(14.5%)
の順で採用 された(複 数回答n=483)。 「県 ・市 町村への陳情 ・請願」が第4
位 に入 っている点 に着 目すべ きである。 その理 由はおそ らく,国 の環境基準
では水質汚染 が十分 に抑止で きず,条 例 によるよ り厳 しい上乗 せ基準 の設定
を漁協 および地域住民 が求 めたことによると推察 され る。 なお現在 の環境問
題 の発現 に際 して は,「 原因者 との協定 ・覚書の締結」(50.4%),「 原因 者 と
の問 での直接 の示談 ・和解」(40.9%),「 市町村 の仲介 によ る示 談 ・和 解 」
(27.9%),「 県 ・市 町村 での水質保護条例制定 の陳情 ・請願 」(20.7%)の 順
で対 外的 な対策が と られて いる(複 数回答n=484)。 「県 ・市町村への陳情 ・
請願」 はポイ ン トを若干上 げて いる。 この原因 も条例 の整備 が一層求 め られ
ている ことにあ ると推察 され る。 いずれにおいて も 「協定 ・覚書」 が多 く採
用 され ているが,最 も効果的 な対外 的対 策 を問 う設問 にお いて,第 一 位 に
「協定 ・覚 書」 を上 げた漁協 が23.4%あ り,次 に 「直接 の示談 ・和解」 の21,
2%と 続 く(n=419)。 こうした 「協定 ・覚 書」 を有 効 とみ なす漁 協 の認識
が,果 た して 「妥 当」 か否か の検証 が4章 以降 の課題 となる。
流域環境破壊 の漁協経営 に対 する悪影響 を問 う設問 への回答 について,上
位10項 目を取 り上 げれば,「 遊漁 者数(遊 漁 料収 入)の 減 少」(64.1%),
「増殖 義務 の強化(放 流量 ・費用の増大)」(43.7%),「 河 川敷 の清 掃等 の費
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用 ・労力の増加」(39.8%),「 組合員数(行 使料 ・賦課金)の 減少」(38.1%),
「水質の監視 ・調査に要する人件費の増大」(34,2%),「 環境破壊原因者 との
協議時間の増大」(34.0%),「 行政機関との協議時間の増大」(31,1%),「 成
魚販売量の減少」(23.5%),「 産卵場等 の修復 ・新設費用増大」(19.8%),
「組合員相互の協議時間の増大」(17.5%)の 順であった(複 数回答r,=485)。
収入面では,遊 漁料と行使料および賦課金 といった経常的収入が大 きく悪影
響を受けることがわかった。支出面では 「増殖費の増大」が最大の被害であ
り,次 に河川敷清掃費,水 質管理費および産卵場修復 ・新設費などの漁場管
理費が増大するといった悪影響を受ける。 さらに,「環境保全 に要す る交渉
時間の増大」が発生 しており,費 用 として貨幣単位では表現 されないが,主
に漁協役員における対策役務の過重負担 となっている様子がうかがえる。
このような流域環境問題に起因する経営悪化に対 して,漁 協が自ら採用す
る経営上の対策を問 う設問に関 しては,収 入の増大をはかる方法 として,
「市町村への補助金の増額 ・新設の要請」(37.9%),「 遊漁料の値上げ」(32.2
%),「 賦課金の値上げ」(29.6%),「 行使料の値上 げ」(24.6%)の 順で実施
されている。支出面での対応については,「種苗 ・稚魚 ・幼魚購入 による増
殖義務の達成」(44.7%),「 産卵場などの修復 ・新設」(23.1%),「 水質監視
要員の増強 ・労働強化」(22.9%)と いった支出をよ り増大 させ る対策 を採
用 し,主 に 「一般管理費(管 理運営費)の 節約」(37.0%)に よって支出を
削減 している。 ここに,経 営悪化を遊漁料 ・行使料 。賦課金の値上げに転嫁
し,そ の増大分で魚類資源の劣悪化を補填せざるを得ない増殖漁業権方式の
矛盾が集約的に現れている。なお,他 の支出削減策 としては 「増殖費 ・漁場
管理費の合理化」(18.7%),「 役員報酬の引き下げ」(17.2%),「 職員給与の
引き下げ」(7.2%),「 増殖義務の緩和要請」(4.E%)も 採用 されている(以
上,複 数回答r=459)。 都道府県への 「増殖義務の緩和要請」がほとんど採
用 されていない点に,増 殖漁業権方式のもう一つの矛盾が露呈 している。
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[IV]現 世代の漁業者 ・遊漁者 ・他の流域環境利用者(お よび内水面漁業
制度)と 将来世代のこれら流域環境利用者および流域環境の享受者と
の間の流域環境と魚類資源をめ ぐる対立
以上の1,D,mか ら,現 行の内水面漁業制度 において,漁 業者と漁業者
との対立 は当該制度の設計 目的に即 して解消され,む しろ新たに非組合員遊
漁者 と他の流域環境利用者が流域環境の破壊者として漁協に対立 して現れて
いることが確認できる。さらに,こ の制度が組合員遊漁者を含む漁協に漁業
権を物権 として設定 ・免許 していることにより,そ れに基づいて環境破壊の
原因者 との間で流域環境保全を目的とする 「協定 ・覚書」を漁協が締結する
ことで,漁 協としては効果的に流域環境保全を遂行 していると自己認識 して
いることが確認できた。 しか しながら,こ の制度を特徴づける増殖漁業権方
式 は,流 域環境破壊に起因する漁協の経営悪化を,遊 漁料 ・行使料 ・賦課金
の増額に転嫁させ,更 なる増殖義務 を履行させる。そのために,必 然的に漁
協の管理する流域での天然遡上率(自 然繁殖率)の 低下が引き起 こされる。
実際 調査票調査によれば,回 答 した漁協の平均天然遡上率(自 然繁殖率)
は31.8%の 低水準にあった(n=432)。 流域環境破壊による魚類資源の劣悪
化に対 して,半 数弱の漁協が行う追加的な増殖事業は 「種苗 ・稚魚 ・幼魚の
購入」によるものである。また,将 来の天然増殖と人工増殖との割合を問う
設問に対 して,「天然増殖を増やす」 と答えた漁協が352%で あり,「人工増
殖を増やす」 と答えた漁協が32.8%で あった(n=466)。 これ らを考慮すれ
ば,将 来的な天然遡上率(自 然繁殖率)の さらなる低下が危惧される。将来
世代の流域環境の利用者 ・享受者にとって,流 域が人工的な 「釣 り堀」 とし
て継承 される可能性が高いのである。他方,1999年 時点での人工増殖 にお
ける種苗 ・稚魚 ・成魚の調達先を問 う設問において,「組合管理の湖沼河川
からの調達」が平均6.9%で あり,「県内の組合,業 者,団 体か ら調達」が平
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均47.7%,「 県外の組合,業 者,団 体からの調達」が平均28.5%で あった(n=
533)。 このことから半数強の漁協においては,魚 類資源が同一県内から調達




け地域独 自の品種を放流 している」が34.0%,「 絶滅に瀕 している動植物 の
保護」が15.5%,「 漁業権の対象以外の魚種を増殖 している」が11.7%で あっ
た。「上流域で魚類資源増殖を目的として植林を行 っている」漁協はわずか







化されるなら,漁 協は活動の担い手 として最適であろう。 しか しなが ら現行
の補助金は,主 に放流増殖事業への助成金であり,天 然遡上率(自 然繁殖率)
に対 して負の影響を与えている可能性は否定できない。
調査票調査では最後に,漁 協の行 う環境教育活動についての設問を行って
いる。「児童 ・生徒を対象とした環境教育」に57.5%の 漁協が携わ っている
(n=485)。 活動内容は,「児童 ・生徒が参加する魚類放流」が83.4%で あり,
「児童 ・生徒が参加する湖沼河川での環境浄化活動」が27.4%,「 児童 ・生徒
を対象とした釣 り教室」が22.7%,「 児童 ・生徒を対象 とした湖沼河川での
自然教室」が21.3%,「 児童 ・生徒が参加する水質調査 ・環境調査」が13.0
%で あった(複 数回答n=277)。 漁協の次世代対策を目的とした広報活動の
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一環 と して行 われて いる側面 もあ るが,流 域環 境資源の価値や利 用ルー ルを
教育す る機能 を漁協 は担 ってい る。
3.内 水面漁協の流域環境保全状態を規定する諸要因
ここでは,文 献研究(先 行論文),調 査票調査の結果分析(「 報告書」第2
部H),経 営資料および流域環境保全協定の分析(「報告書」第3部1)に 基
づいて,内 水面漁協の管理下にある流域環境 ・魚類資源の保全状態を規定す











の再生産規模は拡大 ・縮小され,あ るいは維持 ・回復 される。特に魚類資源
の場合,再 生産規模の縮小は,主 に流域環境の劣悪化 と人による過剰な魚類
の採捕とによって引き起 こされる(図 の矢印a)。 流域環境の劣悪化 は主に
























































① 遊漁者と漁業者による本源的な(遊 漁規則・行使規則に規制されない)魚 類資源収奪
② 汚染者による本源的な(流 域環境保全協定に規制されない)流 域環境の劣悪化
㈲ 遊漁料収入・漁業権行使料収入・組合員賦課金収入
(B)流 域環境保全協定に基づく漁業(権)補 償金(協 力費、同意料を含む)
◎ 自治体からの増殖事業補助金(他 の補助金を含む)
(a>流 域環境劣悪化と魚類資源の採捕による環境保全状態(魚 類の自然繁殖率)へ の影響





















増殖活動がなされる(図 の矢印b)。 そして,既 に先行論文(文 献研究)で
指摘 したように現行漁業法が内水面漁業権を免許する条件として漁協に増殖
義務を課 していることから,増 殖活動は主として内水面漁協によって担われ
ている。 したが って魚類資源は内水面漁協の管理下にあり,そ の保全状態を
規定する要因は,増 殖活動の方法と規模である。文献研究 と調査票調査およ
び漁協の経営分析の結果から,増 殖方法が主 として魚類の卵 ・稚魚 ・幼魚の
放流として行われ,産 卵場造成などの間接的な方法が採用 されに くい現状が









なる。図における自然繁殖率 とは,こ の合計量で自然的な繁殖分 を除 した値
を意味することとする。因みにアユのような遡上 ・降河性の一年生魚類を例
にとれば,一 方では当該年度の人工放流量が天然遡上率(3)を直接引き下げる



















緯などが原因者の事業活動を牽制 し,自 己抑制を促す場合である(図 の矢印
g)。 第2の 三次的要因は,漁 協が原因者 と締結す る流域環境保全協定であ
り,そ の内容は汚染の予防措置,汚 染された流域環境の復元および損害賠償
(漁業補償,漁 業権補償)に ついての取り決めである(図 の矢印c2)。 なお,
以上の三次的要因によって規制を受けない過去および現在の流域環境の劣悪
化がある。特に遡上性および降河性をもつ魚類の場合,海 洋汚染の影響をう





の通常の採捕活動があげ られる(図 の矢印el)。 遊漁者の数 と一人 あた りの
採捕量が採捕圧力を規定するが,こ れらは三次的要因である遊漁規則によっ
て具体的に規制され うる(図 の矢印e2)。 遊漁規則は漁協が定めるとはいえ
知事の認可を要 し,漁 具 ・漁法,遊 漁期間,遊 漁許可区域,採 捕魚類の体長
を制限 し,遊 漁料の設定を含む。他方,漁 業者の数と一人あたりの採捕量 も
採捕圧力を規定 し,こ れ らは三次的要因である行使規則によって具体的に規
制され うる(図 の矢印e2)。 行使規則 も漁協が定めるとはいえ知事の認可 を
要 し,漁 具 ・漁法,出 漁期間,出 漁許可区域,採 捕魚類の体長を制限 し,行
使料の設定を含む。なお,漁 協組合員 となった遊漁者は行使料を支払い,全
組合員は水産協同組合法に則 して漁協の定める賦課金を支払 う。 これらの支






して,漁 協は上述の(i)で指摘 した流域環境保全協定の締結以外に,公 害防止
条例の制定についての請願 ・陳情を行 う。 また流域環境保全協定を検討 した
結果,そ の内容 に,条 例の遵守を汚染者に義務づける項 目が含まれることも
わかった。以上か ら,流 域環境の劣悪化を抑制する効果をもつ二次的要因と






享受者)の 立法過程への働 きかけが想定されるが,図 では度外視 している。
② 漁協の収支構造を規定する二次的および三次的要因
〔i}遊 漁者(遊 漁料)と 漁業者(行 使料 ・賦課金)
漁協の収支構造を規定する収入項 目として,遊 漁者の支払 う遊漁料 と漁業
者(組 合員)が 支払 う行使料および賦課金が二次的要因と して指摘できる
(図の矢印A)。 遊漁料は遊漁規則が,行 使料 は行使規則が,そ れぞれを規
定する三次的要因である(図 の矢印e2)。 なお,賦 課金 も漁協内部 で決定 さ
れ組合員に課せ られる。
㈹ 遊漁規則と漁業権行使規則










規定する(図 の矢印1)。 この組合加入 の条件は漁業法ではな く,水 産協同




漁協が専業者,兼 業者,組 合員遊漁者か ら構成され,常 識的に以上の3者
間に営利志向性の強弱の差があるとみなせば,3者 の構成比率によって漁協
の営利志向性に差が生 じる。そ して,こ の営利志向性の差は二次的要因とし
て増殖事業費や漁場管理費などが支出総額に占める比率に差をもたらし,魚
類の自然繁殖率に影響をおよぼす(図 の矢印k)。 この漁協の営利志向性 は,
漁業法第14条8項 が内水面での共同漁業権を非営利的な協同組合 に限定 し
て免許すると規定 していることか ら,あ らか じめ制限されており,こ こに三
次的要因が指摘できる(図 の矢印n)。 また,漁 業法第23条 により漁業権の
抵当性が,第26条 により譲渡性が否定されていることか ら,こ れ らは漁協
の営利志向性を制約 し,さ らに収支構造を介 して流域環境の保全度を規定す
る三次的要因とみなされる(図 の矢印n)。
㈹ 汚染者による損害賠償
既に①の(i)で指摘 したように流域環境保全協定は,汚 染の予防措置,汚 染
された環境の復元および損害賠償(漁 業補償,漁 業権補償)に ついて取り決
めるものである。 このことか ら,特 に損害賠償は,漁 協の収支構造を規定 し,
流域環境の保全度を規定する二次的要因であることが指摘できる(図 の矢印
B)。 つまり,こ の損害賠償額を取り決める流域環境保全協定が,流 域環境
の保全度を規定する三次要因として機能するのである(図 の矢印c2)Cな お,
損害賠償は必ず しも協定の締結を必要とせず,民 法の定める不法行為への損
害賠償規定(第709条)に 則 して行われる場合 もある。
(v)増 殖漁業権方式
現行漁業法第127条 は,内 水面漁業権の免許条件 として漁協に増殖義務を
課 しており,第128条 は義務不履行の場合の知事による増殖命令 と命令違反
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の場合の免許取消を規定 している。既に指摘 したように,漁 協の増殖事業は
人工放流を主とし,産 卵場造成などの漁場管理による間接的な増殖方法は採
用 されに くい。 こうした増殖義務 は増殖漁業権方式として,漁 協の収支構造
を規定する二次的要因である(図 の矢印p)。 そして,具 体的には漁協の収
支構造において,増 殖費 として人工増殖費が過大に計上される傾向として定
着 している。なお,こ の二次的要因を規定する三次的要因は,図 示されては
いないが,次 章で指摘するように,増 殖漁業権方式を取 り決めた漁業者と政






の矢印C)。 そ して増殖事業補助金の場合,収 支構造を媒介 して,自 然繁殖
率に影響をおよぼすことになる。なお,こ の二次的要因を規定する三次的要















あるいは魚類の自然繁殖率の維持 ・向上 に対 して有効に機能 しているか否か
を検討す る。 また,こ の課題の解明は,調 査票調査において漁協役員が この
種の協定を最 も有効な流域環境保全の手段であるとして回答 していることか
らも,意 義のあることと考える。





類型H:1999年 時点で組合員に兼業者 はいるが,専 業者のいない漁協
類型皿:1999年 時点で組合員に兼業者がいて,専 業者もいる漁協
この類型区分には類型1は 営利志向性が最 も弱 く,類 型Hは 営利志向性が
中位であり,類 型 皿は営利志向性が最も強いζみなす含意がある。そして,
漁業権対象魚のうち放流量が最大の魚種をアユと答えた漁協を対象として以
上の区分を行い,そ れぞれの天然遡上率(自 然繁殖率)の 平均値を求めた。
その結果,類 型1の127漁 協における平均天然遡上率は29.2%で あり,類 型
IIの144漁 協のそれは31.2%で あり,類 型1皿の44漁 協のそれは35.9%で あ
ることがわかった。 さらに,以 上の3っ の¥1均値から2っ をとり母平均の差
の検定を行 った。その結果は,類 型1と 類型Dの 間のP値 は0.29,類 型1と
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類型皿の間のP値 は0.11,類 型Hと 類型皿の間のP値 は0.19で あり,そ れ
ぞれ有意水準に達 しなかった(「報告書」第4部 「調査票調査 およびデータ
分析に関する資料 ・統計集」を参照)。 つまり,以 上の営利志向性 による類
型区分において,各 類型の平均天然遡上率の相互間に営利志向性の差異 に基
づ く有意な差をもたらすものではないことがわかった。そしてその原因は,
3② ②㈹で指摘 したように,内 水面漁業制度があらかじめ漁協の営利志 向性
を制約 していることによると推察される。
さらに類型1,類 型II,.類型皿は流域環境保全協定の有無を基準 としてそ
れぞれα型 とβ型に二分 され,各 類型 ごとに調査票調査か ら得た天然遡上
の平均値の差を求めそれを検定する。 この方法は営利志向性 と協定締結の有
無が独立ではなく,前 者が後者を内容的に規定することから採用される。な
お,以 上の課題設定においては,当 面,流 域環境の保全度を規定する他の諸
要因が度外視 されることになる。 しかし,こ れらの諸要因は,後 に分析結果
の考察に際 して,再 度,考 慮 されることになる。
(2)漁 協類型別の流域環境保全協定の機能




分 した。その結果,協 定を締結 していない漁協(類 型1α とする)は64組
合あり,協 定を締結 している漁協(類 型1β とす る)は63組 合あった。 そ
れぞれの天然遡上率の平均値を求めその差を分析(母 平均の差の検定)し た
結果,両 類型の天然遡上率の平均値は,類 型1α が29.9%,類 型βが28.5%
であり,ρ 値は0.40で あった(「報告書」第4部 「調査票調査およびデータ




与えていないことが示され,ま たその理由として,協 定の効果が何 らかの要
因で減殺されていることが示唆されている。特に平均値において本来,相 対
的に高 くなるはずの類型1β が類型1α を下回る逆転現象が起 きている原因
の解明が要請される。
② 兼業漁業者のいる漁協(類 型皿)に おける協定締結の有無と天然遡上
率の関係
調査票調査において漁業権対象魚のうち放流量が最大の魚種をアユと答え,
かっ兼業者がいる144漁 協を,流 域環境保全協定の有無で区分 した。 その結
果,協 定を締結 していない漁協(類 型Hα とする)は67組 合あり,協 定を締
結 している漁協(類 型Hβ とする)は63組 合あった(残 余は,協 定の有無が
不明)。 それぞれの天然遡上率の平均値を求めその差を検定 した結果,両 類
型の天然遡上率の平均値は,類 型Hα が28.2%,類 型Hβ が33.8%で あ り,
P値 は0.13で あった(「 報告書」第4部 「調査票調査およびデータ分析 に
関する資料 ・統計集」を参照)。 つまり両者の母平均 に有意な差 は認め られ
なかった。 ここには,協 定の締結が天然遡上率に有意 な影響を与 えていない
ことが示され,ま たその理由 としては,協 定の効果が何 らかの要因で減殺
されている'ことが示唆されている。 しかしここでは平均値 において本来,相
対的に高 くなるはずの類型r[β が類型Hα を下回る逆転現象 は認められな
かった。
③ 専業漁業者のいる漁協(類 型皿)に おける協定締結の有無と天然遡上
率の関係
調査票調査において漁業権対象魚のうち放流量が最大の魚種をアユと答え,
かっ専業者がいる44漁 協を,流 域環境保全協定の有無で区分 した。その結
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果,協 定を締結 していない漁協(類 型皿αとする)は20組 合あり,協 定を
締結 している漁協(類 型皿βとする)は24組 合あった。 それぞれの天然遡
上率の平均値を求めその差を検定 した結果,両 類型の天然遡上率の平均値は,
類型皿αが39.5%,類 型mβ が32.9%で あ り,p値 は0.24で あった(「 報告
書」第4部 「調査票調査およびデータ分析に関する資料 ・統計集」を参照)。
つまり両者の母平均に有意な差は認められなか った。 ここには,協 定の締結
が天然遡上率に有意な影響を与えていないことが示され,ま たその理由とし.
ては,協 定の効果が何らかの要因で減殺されていることが示唆されている。
特に平均値において本来,相 対的に高 くなるはずの類型皿βが類型 皿αを下
回る逆転現象が起きている原因の解明が要請される。
③ 流域環境保全協定の機能不全とその諸原因の考察
類型1α と類型1β の間,類 型Hα と類型Hβ の間,そ して類型 皿αと類
型皿βの間において,そ れぞれの平均天然遡上率に有意な差が認められなかっ
たことは,流 域環境保全協定の本来的機能(天 然遡上率の維持 ・向上にある・
とみなす)が,協 定を締結 した(各 類型 βの)個 別漁協 において何 らかの
要因によって阻害された蓋然性と協定以外の要因が特に協定 を締結 しない
(各類型 αの)個 別漁協において機能 して天然遡上率を維持 ・向上 させた蓋
然性を示唆する。前者は協定の機能不全の原因の存在を示唆 し,後 者 は協定
に対する代替的要因の存在を示唆する。
以下では,1999年 度の天然遡上率(流 域環境の保全度)を 規定 する諸要




① 兼業漁業者および専業漁業者のいない漁協(類 型1)に おける協定の
機能不全とその諸原因





去および現在の汚染者の存在(三 次的要因)が 想定できる(図 の矢印②)。




に遊漁規則の規制を無視する密漁者の存在 も想定できる(図 の矢印①)。 こ
れらの要因が協定を締結 した類型1β の個別漁協で機能 している場合,天 然
遡上率は引き下げられ,こ の類型の平均値を低水準に押し下げると推察でき
る。
他方,流 域環境の保全度に関 して,協 定を代替 して機能する要因としては,
自治体の流域環境保全条例の存在が想定できる。 この要因が,協 定を締結 し
ていない類型1α の個別漁協で機能 している場合は,天 然遡上率は引き上げ















まず,協 定を締結 している類型1β において協定の効果の減殺あるいは機
能不全を引き起 こす原因を見いだすことはできない。なぜならば,確 かにこ
の類型1β において収入合計にしめる協力 ・補償金の比率(平 均10.4%)は,
類型1α の協力 ・補償金の比率(平 均6.4%)に 比べ相対的に高い(類 型1α
に協定によらない民法上の賠償金の受領がある。以下の類型Hα,類 型 皿α
も同様)。 しかし,こ の協力 ・補償金の追加分は増殖費に約3割 しか拘束 さ
れないのである。むしろ協定を締結 していない類型1α において,追 加的な
協力 ・補償金の増殖費への拘束の強さ(約9割)が 認められ,分 析精度(R`
=0.25)に 問題を含むとはいえ,増 殖費の追加的な100万 円の増大が天然遡
上率を0.1ポ イント引き下げる有意な傾向が認められる。 ここには増殖漁業
権方式 として定着 した政府と漁業者の間の 「本源的な取 り引 き(協 定)」 の
「失敗」が示唆されている。漁協における協定締結の有無 と天然遡上率 との
関係に即せば,仮 説上,類 型1α の平均天然遡上率は類型1β との比較にお
いて低 くなければな らない。 しか しなが ら実際には,前 者の平均天然遡上率
(29.9%)と 後者の平均天然遡上率(28.5%)が 逆転 している。
結局,類 型1α と類型1β の天然遡上率のこうした逆転現象 は,両 類型 の
漁協の収支構造の差異および収支構造 と天然遡上率の関係上の差異によるも




として存在する漁協が,相 対的に多 く含まれること,ま たは,類 型1α に流
域環境保全条例によって保護 された漁協が相対的に多 く含まれること,あ る
いはこの両方が生 じていることに,そ の原因を求めざるを得ない。
② 兼業漁業者のいる漁協(類 型II)に おける協定の機能不全とその諸原因
(i)一 次的要因 としての流域環境 と魚類資源の劣悪化に関わる二次的 ・三
次的要因の影響
兼業者のいる漁協においても,協 定の効果の減殺あるいは機能不全を引き
起 こす外部的原因としては,上 述の兼業者 ・専業者のいない漁協 と同様に,
漁協の営利志向性から派生する汚染者への牽制効果や協定による規制(二 次
的要因)を 受けない,過 去および現在の汚染者の存在(三 次的要因)が 想定








定を締結 した類型Hβ の個別漁協で機能 している場合,天 然遡上率 は引き下
げられ,こ の類型の平均値を低水準に押 し下げると推察できる。 しか し,こ
の押し下げる程度は相対的に弱いと考え られる。ここに,類 型Hα と類型D
βの平均天然遡上率に類型1に 見 られた逆転がない理由が求められよう。




類型Hα の個別漁協で機能 している場合は,天 然遡上率は引き上げ られ,こ
の類型の平均値を高水準に押 し上げる。 またこの類型IIは,条 例の制定を規
定す る三次的要因 としての営利志向性が中位にあると前提されている。この
点を考慮すれば,漁 協組合員は,協 定の締結よりも条例制定がより流域環境








まず協定を締結 していない類型Hα においては,天 然遡上率を引き下 げる
要因として,協 力 ・補償金の収入合計にしめる割合(平 均27.8%)が,協 定
を締結 している類型Hβ のそれ(平 均20.0%)に 比べて相対的に高いことか
ら,協 定によらない漁業(権)補 償の多さが指摘できる。 また,そ の他の収
入(主 に漁協が公債化 して保有する漁業権補償金の取 り崩 し)の 追加分が増
殖費へ拘束 される割合の大 きさ(類 型Hα はほぼ全額拘束,類 型Hβ はほぼ
不拘束)が 指摘できる(「本源的な取り引き(協 定)の 失敗」の蓋然性)。 さ
らに,天 然遡上率を引き下げる要因としては,類 型Hα における追加的な協
力 ・補償金が増殖費へ拘束されること(約5割)が 指摘できる。他方,こ の
類型Hα においては,天 然遡上率を引き上げる収支項目は検出されなかった。
次に,類 型IIβ においては,天 然遡上率を引き下げる要因として,追 加的








逆に,天 然遡上率を引き上げる要因 として,類 型Hβ では,分 析精度(R2
=0.14)に 若干の問題を含むとはいえ,魚 等の売 り上 げにおける追加的な
100万 円の増大が天然遡上率を0.4ポ イント引き上げ る有意 な傾向が認め ら
れた。 ここには類型Hβ に 「本源的に天然遡上率の高い漁協」が含まれ,そ
うした漁協では天然魚の売り上げが多いことが示唆されている。
ところで,類 型Hα の平均天然遡上率(28.2%)と 類型Hβ の平均天然遡
上率(33.8%)と の間には,協 定の締結の有無に基づ く有意な差が認 められ
なかった。 こうした協定の機能不全の原因を,両 類型の収支構造の差異に求
めるな らば,類 型Hα において天然遡上率を引き上げる要因は無視できる。
したがって,こ の協定の機能不全の原因を類型Hβ に求めるな らば,類 型H
βにおいて,天 然遡上率を引き下げる要因としての 「本源的な協定の失敗」
とそれに起因する 「自発的な協定の失敗」が,天 然遡上率を引き上げる上述
の要因の効果に優越 していることが推察できる。そして,こ のことが,天 然
遡上率の平均値 における仮説 された有意な差を減殺 させたと考え られる。
さらに,こ の両類型の平均遡上率における仮説 された有意な差の減殺は,
収支構造以外の原因によるとも推察できる。即ち,類 型Hβ に,協 定による
規制(二 次的要因)を 受けない,過 去および現在の汚染者が存在(三 次的要
因)す る漁協が相対的に多 く含まれること,ま たは,類 型Hα に流域環境保
.全条例によって保護 された漁協が相対的に多 く含まれること,あ るいはこの




③ 専業漁業者のいる漁協(類 型皿)に おける協定の機能不全とその諸原因
(i)一 次的要因 としての流域環境 と魚類資源の劣悪化に関わる二次的 。三
次的要因の影響
専業者のいる漁協において,協 定の効果の減殺あるいは機能不全を引き起
こす外部的原因としては,上 述の兼業者 ・専業者のいない漁協(類 型1)お
よび兼業者のいる漁協(類 型II)と 同様に,漁 協の営利志向性か ら派生する
汚染者への牽制効果や協定による規制(二 次的要因)を 受けない,過 去およ





向性が最も強いため,類 型1,類 型Hに 比べ,「規則の失敗」 の蓋然性 は低
いと推察できる。 さらに遊漁規則の規制を無視する密漁者の存在が想定でき
る(図 の矢印①)。 しかし,こ れも類型1,類 型Hに 比べ相対的に抑止 され
ると推察できる。これらの要因が協定を締結 した類型皿βの個別漁協で機能
している場合,天 然遡上率は引き下げられ,こ の類型の天然遡上率の平均値
を低水準に押 し下げる。そ して以上の推察に反 して,こ の押 し下 げ効果が類
型皿βで強 く発現 していることが,類 型皿αと類型皿βの平均天然遡上率 に
逆転現象が起こった原因の一つとして示唆 される。
他方,流 域環境の保全度に関 して,協 定を代替 して機能する要因としては,
自治体の流域環境保全条例の存在が想定できる。 この要因が協定を締結 して
いない類型皿αの個別漁協で機能 している場合は,天 然遡上率は引き上げ ら




の点を考慮すれば,類 型皿αの組合が,協 定の締結よりも条例制定 こそが流
域環境保全度を維持 ・向上させると判断 してその制定を実現 し,条 例の効果
が直接的に漁協に及んでいる場合が想定できる。 ここにも類型皿αと類型皿
βの平均天然遡上率に逆転現象が起 こった原因の一つが示唆される。
㈹ 一次的要因 としての漁協の収支構造に関わる二次的 ・三次的要因の
影響




まず,協 定を締結 している類型皿βにおいて,協 定の効果の減殺あるいは
機能不全を引き起こす原因を探れば,こ の類型皿βにおいて支出合計に しめ
る増殖費の割合(平 均36.3%)が 協定を締結 していない類型皿αのそれ(平
均25.4%)と 比べ相対的に高いことに求あられる(「本源的な協定の失敗」)。
次にこの類型皿βにおいて,収 入合計に しめる協力 ・補償金の割合(平 均
16.0%)が 類型皿αのそれ(平 均9.0%)と 比べ相対的に高いことにその原因
は求められる(「 自発的な協定の失敗」)。またこの類型 皿βでは,増 殖費 に




べきは,こ の類型皿βに,魚 等の売 り上げにおける追加的な収入の約7割 が
増殖費に拘束される有意な傾向を見いだせることである。 ここには 「本源的





ところで,類 型 皿αの平均天然遡上率(39.5%)と 類型 皿βの平均天然遡
上率(32.9%)と の間には,協 定の締結の有無に基づく有意な差ではな く,
むしろ両者の逆転現象が認められた。その理由を収支構造の差異および収支
構造 と天然遡上率の関係に求めるならば,そ れは,協 定を締結 した類型 皿β
の漁協における支出合計に対す る増殖費比率の上述の相対的高 さ(「 本源的
な協定の失敗」)と収入合計に対する協力 ・補償金比率の上述の相対的 な高





それは,類 型皿βに,協 定による規制(二 次的要因)を 受けない,過 去およ
び現在の汚染者(三 次的要因)が 存在する漁協が相対的に多 く含まれること,
または類型皿αに,流 域環境保全協定ではなく,そ れに代替する手段と して
流域環境保全条例の制定を実現 し条例によって保護 されている漁協が,相 対
的に多 く含まれること,あ るいはこの両方が同時に生 じていることによって,
類型皿αの平均遡上率を類型皿βのそれに比 して高水準に高めた蓋然性が推
察できる。
5.流 域環境保全協定の限界 「自発的な協定の失敗」 に
ついて
前章では,流 域環境保全協定を締結 した漁協において,そ の効果が天然遡
上率の維持 ・向上として発現せず,む しろ天然遡上率を低減 させる蓋然性を




業費の支出合計にしめる比率を高めていること,即 ち,増 殖漁業権方式 とい
う政府と漁業者の間の 「本源的な取 り引き(協 定)」 があ らか じめ 「失敗」
している蓋然性にあることが示唆される。また第2に,協 定の効果を減殺す
る原因は,漁 協が協定を締結 した際に,流 域環境破壊者に対 して予防措置を
十分に義務づける防止協定としてではなく,同 意書などの形式で合意 して,
安易に損害賠償(協 力 ・補償金)を 受け入れていること,即 ち 「協定形式の
失敗」にあることが示唆される。 さらに第3に,協 定が,協 力 ・補償金の一
部あるいは大部分を増殖費に充当することをその内容に規定 しているために,
結果的に天然遡上率を低減させて しまう 「協定内容の失敗」の蓋然性が示唆
される。なお以下では 「協定形式の失敗」 と 「協定内容の失敗」を総合 して
「協定の失敗」 とする。
本章では,特 に,協 定が流域環境破壊の原因者に損害賠償(協 力 ・補償金)
の支払いを義務づける場合,増 殖漁業権方式に強 く規定されて,こ の損害賠
償金の追加分が天然遡上率を低減させる傾向をもつ増殖費に強 く拘束され加
算されて しまい,天 然遡上率を維持 ・向上させる総合的な追加的漁場管理事
業費にはほとんど(全 類型でそれぞれ2割 以下 しか)拘 束 されないこと,即
ち,前 章の類型Hβ で示唆された 「自発的な協定の失敗」の蓋然性に着目し,
個別的な漁協の協定事例に検討を加える。そ して,漁 協が締結 している流域




管部署より提供された7県 ・14漁協分を加え,こ れ らの中か ら内容的 に充







協定相手 は主 に建設業者,砂 利採取業者であり,建 設業者は個別事業体だけ
でな く協会,連 合会,共 同事業体等の組織形態をとる場合 もある。なお建設
業者 は主に流域における国 ・自治体の公共事業の受注者であり,砂 利採取業
者 も自治体公共事業への供給を担 っている場合が多い。
わが国では1997年 の環境影響評価法(環 境アセスメン ト法)の 制定 まで
は,1972年 の 「各種公共事業に係わる環境保全対策」 につ いての閣議了解
と1984年 に閣議決定 された 「環境影響評価の実施について」 があるにとど
まり,1976年 以降は自治体の条例により環境影響評価が制度化 されていた
にとどまる。 しか しなが ら,こ の制度は主 として事業者による影響評価の実
施を自治体が監督するものであり,国 や県の公共事業 自体はほとんど評価対
象とはされていない。また,都 道府県は,内 水面漁業権の免許 ・監督主体で
もある。こうしたことか ら 「同意書」にあっては同意があらか じめ前提 とさ
れている。そ して一方で流域環境 に影響を及ぼす土木工事や砂利採取作業で
の予防措置について協定され,他 方で予防 し得ないとみなされる損害に対 し
て 「協力金」・「同意料」 といった名目での損害賠償の支払いを規定する事項
が協定に織 り込まれることになる。
「協定の失敗」 は,こ のように協定の形式と環境破壊原因者の背後 にある
国 ・自治体の公共事業に深 く関連 しており,さ らに次にみる損害賠償金の算
定における内容上の問題点に起因するものと考え られる。 また,こ うした公
共事業による流域環境破壊は,民 間事業体の継続的なそれに比 して一時的で







で,流 域環境の保全状態を表す指標 としての天然遡上率(自 然繁殖率)に 対
しては,そ の維持 ・向上に寄与する(予 防措置の義務づけの詳細 については
「報告書」第2部 皿一2を参照)。 しか しながら損害賠償の義務 づけにおいて
は,そ の履行の際に天然遡上率に対 して負の影響を及ぼす場合が多い。 した
が って,以 下では主 として損害賠償規定における 「協定内容の失敗」の原因
がその使途特定 にある点を指摘する。
漁協から提供 された協定書 には,損 害賠償に関 し,原 因者の無過失責任と
賠償義務が明記 されている場合と明記 されていない場合がある。 そして賠償
金の名 目としては,事 前的に賠償額を決ある場合,「魚族補殖費」,「協力金」,
「対策費」,「漁業損失補償金」,「漁業補償」,「援助金」 といった表現が とら
れている。なお,漁 協の事業報告書では 「(工事)同 意料」 とい う表現 も多
く見 られた。損害賠償という表現を採用せず,「協力金」 としている場合,
これは漁協が制度的に義務づけられている増殖事業への金銭的 「協力」を意
味する。 また,協 定において 「稚鮎数千匹」と云 った現物で賠償内容が表現
される場合 もあ り,ほ とんどの場合,加 害者自らが現物を調達するのではな
く,漁 協の調達代金が加害者 に請求される。なお,こ うした 「協力金」には,
実際の流域環境破壊の程度とは無関係な儀礼的な 「慰謝料」に近いニュアン
スもうかがえた。
実際,多 くの 「協力金」はほとんどが土木工事の期間内に支払われ,年 間
数万か ら数十万円の範囲にあり,算 定根拠 も曖昧であった。また,特 に着 目
すべきは,公 共事業を受注 した建設業者 に漁協が協力金を請求する場合,




生 じ,そ れが同 じく 「公共的」な増殖事業に影響 して,増 大する漁協支出
(増殖費)を,漁 協側が 「協力金」名目の一種の 「補助金Jと して請求 しえ
るとみなしている 「錯誤」がある。他方,「 漁業(損 失)補 償(金)」 につい
ては,年 間数百万円が数年間支払われる場合と一時金 として数千万円が支払
われ漁協にプールされる場合がある。これ ら'は漁業権補償か,あ るいはそれ
に近 いものと思われる。 そして既に先行論文(文 献研究)で 指摘したように,
補償金は,1951年 の水産庁長官通達によって形式的には被害以前の漁獲高
の 「復元」に充当されることが義務づけられている。 したがって増殖漁業権
方式の下で,補 償金 は,長 期的な視点から魚類資源の自然的再生産力を復元
する総合的な漁場管理費には充当されず,短 期的な視点から放流事業費に充
当される。 ここには,損 害賠償に関す る 「協定内容の失敗」が,漁 協 自身の
選択的行動によるものではなく,む しろ増殖漁業権方式に強 く規定 されて発
生 していることが見て取れる。
② 損害賠償の算定における復元費用の無視




流域環境破壊の復元費用,つ まり天然遡上率(自 然繁殖率)の 復元に要する
費用は一切考慮されていない。また復元事業を,魚 類の天然遡上率(自 然繁
殖率)と いった流域の環境保全状態を表現する指標の復元を内容として,原
因者に義務づける協定は,本 研究で収集 した事例には全 くなかった。そのた






前章の分析において,兼 業者が存在 し協定を締結 していない類型Hα の





として算定されており,さ らにそれがあらか じめ増殖事業に使途が特定 され
ていることによる。漁協と環境破壊者との間で予防措置,復 元措置,損 害賠
償に関 してなされる包括的な取 り引 き(協 定)に おいて,損 害賠償に係わる
部分では 「協定内容の失敗」がおこりうる。確かに漁協がこうした誤 った選




漁協 と流域環境破壊 の原因者 とが締結する協定における 「失敗」(「協定是
正の失敗」を含む)は,既 に指摘 したように 「自発的な協定」が,増 殖漁業
権方式 といった政府ど漁協との間の先行する 「本源的な協定」に強 く規定 さ
れていることに起因 していると考えられる。 ここでいう,政 府 と漁協 との間











要請 した。 この要請の内容は,主 として戦前期以来の鉱工業による水質汚染
と電源開発事業による河川の分断か らの漁業権の保護,即 ち流域環境保全 と
魚類資源の自然的再生産の確保であった。 しか しなが ら,先 行論文で指摘 し
たように新漁業法において水質保護条項は条文化されず,河 川の分断に際し
て妨害物除去費用は漁業者負担とするに至った。 こうした 「取 り引き」の結
果,一 方で漁業者は漁協を組織 し,増 殖義務を負 う漁業権(遊 漁料徴収権と
行使料徴収権を含む)を 獲得 し,他 方で政府は内水面漁業の認可 ・監督権を
獲得 したのである。この一連の 「取 り引き」において,政 府は主 として漁協
組合員以外の遊漁者および他の流域環境利用者の利害を代表するものとして,
即ち,よ り広範な 「公益性」を担 うものとして登場 している。 しかしながら,





また,戦 後の高度経済成長過程で再発 した水質汚染問題や漁協 と他の流域
環境利用者 との問の水資源(利 用権)の 配分問題における当事者間の 「自発
的な取 り引き(協 定)」 は,1970年 以降の国 ・自治体 レベルでの直接的な水
質規制措置の導入 と相まって,1999年 時点で表面上は流域環境 問題を緩和
しつつあると一般に考えられている。 しか しなが ら,流 域環境の劣悪化 は,




因が,1949年 の内水面漁業制度の確立過程での政府 と漁業者 との先行的 な
「本源的な取り引き(協 定)」 の結果として,政 府側における漁業権および流
域環境の保護についての方針の不徹底,あ るいは保護義務の緩和 と増殖漁業
権方式の確立なのである。比喩的に述べれば,漁 協における 「自発的な取 り
引き(協 定)の 失敗」(「協定是正の失敗」を含む)と は,「 本源的な取 り引
き(協 定)」 がもたらす歪んだ磁場(「 本源的取 り引き(協 定)の 失敗」)の
支配する海域において,漁 協という船の磁性(営 利志向性)の 弱い羅針盤が
機能不全に陥った事態なのである。ここに,現 行の内水面漁業制度およびそ
の増殖漁業権方式における第1の 限界を 「本源的な取 り引き(協 定)の 失敗」
とみなせば,そ れに規定された第2の 限界が,流 域環境問題において漁協が
締結する 「自発的な取り引き(協 定)の 失敗」 として現れていることが指摘
できる。




スの定理を一つの理念型 として採用 し,以 上の研究成果に関連づけることで,
次のように指摘できる。
まず,コ ースの定理の主な前提条件は以下である。
(i)ほ ぼ完全な自由競争経済を前提 した場合,環 境問題における加害者 と
被害者は,こ の問題に起因する社会的費用(こ の費用は損害賠償額ある
いは差 し止め請求に伴う相手方への補償額の範囲内でその一部を復元費
や予防費に代替できるが,こ れらを捨象 し,基 本的には損害賠償額およ
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び差 し止め請求に伴 う相手方への補償額に限定 して考える)の 負担をめ
ぐって自発的に 「取 り引き」を行 う。 また,当 事者 は自己の供給曲線を
把握 しており,損 害は全て貨幣評価が可能であると仮定する。(なおコー
スは 「取 り引き」という語に 「取 り決め=協 定」の意味を含めている。)
㈹ 「取 り引き」において加害者 と被害者は各々経済的余剰(利 潤)の 最
大化を志向する。
㈹ 「取 り引き」 自体に要する費用を捨象する。 したが って 「取 り引 き」
内容の修正の繰 り返 しも無限に可能である。 また,こ の繰 り返 し過程で
の所得移転による所得効果を無視する。
㈹ 政府は,当 事者のどちらかに 「損害賠償義務」か 「差 し止め請求に伴
う相手方への補償義務」かを負わせるルールの設定だけを行 う。
そ して コースの定理 とは,こ の前提条件 の下 では次 の結論 が得 られ るとす
るものであ る。
政府が設定する 「取り引き」のルールが環境問題の加害者 と被害者のど
ちらに支払い義務 を負わすものであるかにかかわらず,当 事者間の 「自発
的な取り引き」の繰り返 しにより,当 事者の経済的余剰の総額が最大 とな
る均衡点に達 し,最 適 な資源配分(パ レー ト最適)を 実現する。
したが って,コ ースの定理 の政策的含意 は次 の点 にある。
環境問題の解決 に際 し,政 府は必ず しも直接規制や課税および補助金政




このよ うに理解 された コースの定理 を一 つの理念型 とみな し,そ れを基準
と して本研究 の成果 を吟味す れば,結 論 として,コ ー スの定理 の前提条件 に
新 たな項 目を追加 す る必要が生 じて いる,と 考 え られ る。 それは,以 下 のよ
うな前提条件 であ る。
環境問題の発生と当事者間の 「自発的な取 り引き」に先だって,そ の被
害者(お よび加害者)と の間で,政 府は環境問題の発生源および媒体 とな
る環境資源(自 然的公共財)の 所有権および利用権の設定をめぐり,な ん
ら 「本源的な取 り引 き」を行 っていない,と する条件である。
そ して この条件が極 めて非現実的であ るな らば,次 のよ うに書 き換え て も
・よい。
環境問題の発生と当事者間の 「自発的な取 り引き」に先だって,そ の被
害者(お よび加害者)と の間で,政 府は環境問題の発生源および媒体とな
る環境資源(自 然的公共財)の 所有権および利用権の設定をめぐり,な ん
らかの 「本源的な取り引き」を行 っていたとしても,そ れは後の当事者間
の 「自発的な取 り引き」に対 して中立的である,と する条件である。
なぜならば,「本源的な取 り引き」が本来的に環境破壊的な傾向をもつ場
合,換 言すれば 「本源的な取 り引きの失敗⊥(環 境政策における 「政府の失
敗」に先行 し,そ れとは区別 される環境資源の初期配分における 「失敗」)
を結果する場合,「 自発的な取 り引き」においてその 「失敗」 を結果する蓋
然性は,ほ とんど排除できないからである。
以上については,コ ース自身が,政 府 と企業(個 人)と の間の 「本源的な




境破壊者に対 して導入 される政府からの一方向的な 「決定」を意味 しており,
ここでいう環境資源の初期配分に関 して政府と被配分者が 「取 り引き」にお
いて行 う権利と義務の確定ではない(4)。またこの権利と義務の確定 ・配分 に
おいては,(既 存の権利 ・義務関係の有無に係わらず)被 配分者 と政府 は改
めて何 らかの双方向的な 「取 り引き」を行わざるを得ない。さらに,こ こで
いう環境資源の初期配分 とは,典 型的にはコースも言及 しているように土地
所有権の配分であり,そ こでの権利 ・義務内容の確定はコース自身 も認めて
いるように 「政府の規制」とは言えないのである(5)。なお,本 稿で取 り上 げ
た内水面漁業権を含む流域環境利用権の初期配分とその後の流域環境問題の
発現のケースは,土 地所有権(利 用権)と のアナロジーでいえば,土 地所有
(利用)権 者に対 して政府が初期配分時に重金属などによる土壌の自己汚染,
つまり物権性の損傷 に関 して,そ の復元を義務づけていないことか ら,そ の
価値破壊が原因者か ら表流水や地下水を媒介として近隣の土地所有(利 用)
者=被 害者,さ らには次世代のこの土地の所有(利 用)者 に及ぶ事例と等 し
い。そ して,当 事者間の 「自発的な取り引き」が土壌復元ではなく損害賠償
や差 し止め補償を規定 して 「失敗」 に至ることで,土 壌汚染が次世代以降に
まで継承 されるケースに相当する⑥。
以 上を一般 化 して敷術すれば,次 のように も述 べるこ とがで きよ う。
(i)自 然的な公共財としてのある環境資源の所有権および利用権の初期配
分において,権 利が競合 し(ηまた利害を異にする極めて多数の私的な被
配分者は,個 別的に相互間で何 らかの極めて多数の 「取 り引き」を行わ
ざるを得ない。そして自然的公共財の所有権および利用権を極めて多数




㈹ それ故に,極 めて多数の私的な経済主体=被 配分者がこの 「取 り引き
費用」を広範に且つより少なく負担 し,「取 り引き」 を簡便 に実現する
ために,ま ず権利の同一性と利害の共同性に即 して集団化され,次 に各
集団間の 「取 り引き」が要請 される。つまり,こ の錯綜する 「取り引き」
を簡便化 し,そ の実効性を担保するために,当 該環境資源のある一つの
被配分者集団と他の競合的な複数の被配分者集団の間に複数の対が形成
されそれぞれの対 において 「取 り引き」がなされる。 しかしながら,こ
の集団間の 「取 り引き」 もなお錯綜 し,ま たその成果(「 取 り決め」)の
実効性 も十分担保 されない可能性がある。 ここに政府の登場が要請 され
る。 そして政府はこの 「取 り引 き」に参画す る各経済主体から事前的あ
るいは事後的に財源を得て,よ り少ない 「取 り引 き費用」でのこの初期
配分過程の一端を担 うことになる。
㈹ 政府の登場 により,あ る一つの被配分者集団と他の競合的な複数の被
配分者集団との間における複数の対の利害対立において,政 府は後者の
複数の被配分者集団のおのおのが担 う利害を一つの複合的な共同利害と
みなし,「公共の利益」として観念的に総括 してそれを代理 する。 そ し
て前者の一つの被配分者集団と後者の複数の被配分者集団の利害を代理
するこのような政府との間で,当 該環境資源の所有権および利用権の配
分をめ ぐる 「取 り引き」がなされる。 またこの 「取 り引き」 の結果
(「取 り決め」)は,公 的な協定となって締結されるに至 る。つ まり,こ
うした 「本源的な取 り引き(協 定)」 とは,あ る被配分者集団と他 の競
合的な複数の被配分者集団を代理す る政府との問で,双 方に当該環境資
源の所有上および利用上の権利と義務を割 り当てることにほかならない。







即ちある被配分者と政府の間の 「本源的な取 り引き」が,そ の後にこの
被配分者が関与する他の被配分者との間の 「自発的な取 り引き」に優越
する。なぜならば,形 式的にではあれ 「本源的な取 り引き」では,自 然
的公共財を所有あるいは利用する極 めて多数 の,そ して後に環境問題の
原因者 として現れる可能性を持った,競 合的な私的経済主体の利害を政
府があらか じめ代理 し,そ れを考慮 したものであることによる。つまり
この 「本源的な取 り引き」 は,後 続の個別環境問題における当事者間の
自発的な利害調整の枠組みを規定することになる。
(v)し かしながら,環 境資源の初期配分に与 る私的な経済主体(集 団)と
政府との間の 「本源的な取 り引き」において,環 境資源の枯渇や劣悪化
を必然化する誤 り(失 敗)が あった場合,さ らにはこの誤 りが是正 され
ない場合,そ れは個別環境問題における当事者間の 「自発的な取り引き」
の誤 りに連鎖する。前者を 「本源的な取 り引きの失敗」 とみなせば,後
者は 「自発的な取 り引 きの失敗」とみなす ことができる。
本稿の研究成果に即 して,以 上をさらに具体的な次元で敷桁すれば,1949
年に確立 した内水面漁業権制度における 「本源的な取 り引 き(協 定)の 失敗」
とは,こ の制度の中核にある増殖漁業権方式が増殖事業の内容 と資金配分を
人工増殖 に極端に傾斜させ,魚 類資源の自然的再生産を歪め,魚 類の天然遡
上率(自 然繁殖率)の 低下 をもたらす点 にあった。こうした増殖漁業権方式
は,内 水面漁業権を漁協に独占的に免許 したために,漁 協と漁協か ら一時的
に漁業権(遊 漁権)を 貸与 される非組合員遊漁者 との間の魚類資源をめぐる






ルが(意 図的にであるか否かに関わ らず)十 全に設定されていないこと,そ
のために漁業者が自主的な利害調整において,不 利な立場に立つ ことにも
「本源的な取 り引き(協 定)の 失敗」が指摘できる。なお,非 漁業者 ・非遊
漁者の流域環境資源の利用については,政 府と漁業者との 「本源的な取 り引
き(協 定)」 に先だってあるいはその後で,そ れぞれの利用者が政府 との間
で別の 「本源的な取り引き(協 定)」 を行 っており,そ れが漁業者の利益 を
度外視 したものである可能性 も否定できない。 しか しなが ら,水 質汚染問題
の再発 に対応 して,い わゆる水質二法(1958年)や 水質汚濁防止法(1970
年)の 制定が要請され,非 漁業者 ・非遊漁者(主 に工業者)の 流域環境利用
は規制 された。 こうした国 レベルの直接規制 に加え 自治体独自の直接規制
(条例)は,非 漁業者 ・非遊漁者が政府との間で行 った 「本源的な取 り引き」
の修正を意味 した。
ともあれ,本 研究の成果として,流 域環境破壊 に際 して多 くの漁協がその
原因者 と締結 しその効果を自認 している流域環境保全協定において,「 自発
的な取 り引き(協 定)の 失敗」が認められた。そ して,そ れは 「自発的な取




殖率)の 低下が引き起こされる。 ここには,増 殖漁業権方式として結実 した
政府 と漁業者との 「本源的な取り引き(協 定)」 における 「失敗」が,流 域
環境破壊の被害者と加害者による 「自発的な取り引き(協 定)」 の枠組みを
強 く規定 し,そ の 「失敗」を招来 していることが示されている。
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また,こ の 「自発的な取 り引 き(協 定)の 失敗」め他の原因 として,内 水




牽制 し,あ るいは立法促進的な対応を積極的に行うことで,結 果的に魚類の
天然遡上率(自 然繁殖率)の 低下を抑制する機能を果たすと仮説 された。 し
か しなが ら,専 業 ・兼業の漁業者の有無は天然遡上率に有意な差をもたらす
ものではないことがわかった。その理由の一つは,漁 業権の譲渡可能性(お
よび担保性)へ の制約によって,漁 協にとって環境破壊に起因 して被る漁業
権の貨幣価値の下落(漁 場豊度の低下に起因するそれ)の 計量が困難となる
ことに求められる。つまり,物 権上の損傷を適切に評価 して加害者に請求す
ることが困難なのである。それ故に 「自発的な取 り引き(協 定)」 において
は,下 落 した漁業権価値の復元ではなく,増 殖漁業権方式に制約 されて,放
流費用の追加分や原因者の事業規模から賠償額を算定することになる。




しそれを原因者に賠償 させ,そ の後,実 際に漁協が復元事業を行うや り方が
ある。 しか しなが ら,現 状では以上のような 「本源的な取 り引き(協 定)の
失敗」に規定されていることから,漁 協は既に指摘 したコースの定理の前提
条件㈲に照 らせば,営 利志向性の条件を十全に満たしえない取 り引き主体 と





の現状把握を基礎に,環 境負荷の改善目標を設定 し,改 善の具体的方法を策
定 ・実施 し,実 施状況を定期的に検証すること,さ らにこうした一連の循環
的作業を再吟味する環境 ・経営管理手法である,と する理解に立脚している。





に関 しては,漁 業権の物権性に基づ く請求権を行使 し,流 域環境保全協定を
締結 していることがわかった。そして,こ の 「自発的な取 り引 き(協 定)」
が増殖漁業権方式に規定されることで,漁 協は損害賠償請求の側面では 「失
敗」 していることがわかった。 しか しながら,個 別的な協定事例を見る限り,
他方で こうした協定は,予 防措置に関す る側面において,流 域環境の破壊を
一定程度抑止する機能を果たしているとも評価できるのである。また,流 域
環境 ・魚類資源の調査,自 発的な生物多様性の保護活動,地 域の児童 ・生徒
への環境教育の場の提供といった積極的な活動に漁協が取 り組んでいること
もわか った。 この点で流域環境監査の中心的な担い手 としての資格を漁協は
十分に満たしていると考えられる。
既に以上の①で指摘 したように,現 行の内水面漁業制度においては,漁 業
権の制限 された物権性 によってその価値が正 しく評価 されず,流 域環境破壊
による漁業権の価値の下落が適切に評価 されない問題点がある。 こうした問





関分析および重回帰分析であ った。確かに,こ こで採用 した流域環境データ
は,調 査票調査におサる魚類の天然遡上率(自 然繁殖率)に ついての漁協役
員の経験的な評価であり,厳 密な自然科学的データではない。この点は本研
究の限界である。 しかしなが ら,今 後,社 会科学の研究者と自然科学の研究
者との共同研究によってこの限界は乗 り越えられ,よ り厳密な漁協の経営 と
流域環境の連関が解明されよう。
また,こ うした社会科学的データと自然科学的データの接合による分析手
法は,既 に多くの環境問題の研究で採用されている。 しかしなが ら環境監査
の手法としてはいまだ確立 されてお らず,今 後,漁 協が環境監査を行 う場合
に積極的に採用 されるべきであると考える。確かに,漁 協の活動が与え,あ
るいは被る環境負荷を評価 し,そ の削減 目標を設定する場合に,ど のよ'うな
自然科学的(生 態学的)デ ータを指標 として採用するかについては検討の余
地がある。 しか し,こ うした指標を設定 し,そ れについての継続的なデータ
を収集するな らば,漁 協と流域環境破壊の原因者との 「自発的な協定」にお
いても極めて有効な基礎的資料となろう。特に,本 研究が指摘 した 「取 り引




済的 ・経営的指標 との接合分析が,方 法的に有効であることを示唆 している
ことにある。
② ・政貧的含意
先行論文(文 献研究)に おいて指摘 したように,内 水面漁業権制度の改:革
については従来か ら二つの方向が示されている。第1の 方向は,こ の制度の
(799)217
政経論叢 第69巻第4・5・6号
成立過程で漁業法の原案に示され,ま た当時,遊 漁者団体が強 く支持を表明
した国営増殖方式への回帰である。 この方向は1973年 に,現 行の増殖漁業
権方式が漁協における 「漁業権の私物化」を促すことで,非 組合員遊漁者の
利益に反する結果を招来 したとみなす法律学者により部分的に支持 された。・
第2の 方向は,現 在の内水面漁協による漁業権の保有と漁場管理を否定 し,
市民組織による保有 と管理への移行を展望するものとして1982年 に提起 さ
れた。
また1999年12月 に農林水産省が公表 した 「水産基本政策大綱 ・水産基本
政策改革プログラム」(以下 「大綱」 と略す)に おいては,現 行 の内水面漁
業権制度の枠内での,外 来魚対策および魚類疾病対策に傾斜 した 「増殖事業
の見直 し」,「漁場管理の仕組みの検討」,「増殖事業等に関する積極的な情報


















実質的にかなり多 くの漁協が既に遊漁者による 「釣りクラブ」と化 している
現状に見合 うものである。 しか しながらこうした方向は具体性を欠 き,単 な
る構想にとどまっている。特に漁協におけるどのような問題点が克服され,
新たな市民的組織にどのような機能が付与 されるべきかの提案が積極的にな






通説において 「増殖」が,人 工増殖のみな らず流域環境における魚類資源の
自然的再生産基盤の人為的確保(産 卵場造成等)を も意味する点に着目し,
より明確に後者の優先を徹底 させることである。 また,漁 業(権)補 償金の
使途については,1951年 の水産庁長官通達における 「漁獲高の復元」 への
特定か ら,明 確に 「漁場における魚類資源の自然的再生産力の復元」 に特定
するものへと転換させる必要がある。さらに,漁 協 と流域環境破壊者 との問
の 「自発的な協定」については,上 述の流域環境における魚類資源の自然的
再生産力を復元するたあに要する費用を基礎とした賠償額の算定を行 い,'そ
れを復元事業に拘束するべ く,あ る種のガイ ドラインを行政側が新たに設定
するべきであろう。なお,「大綱」が指摘する 「増殖事業等 に関す る情報開







の天然遡上率(自 然繁殖率)の 維持 ・向上を図 り流域環境を保全する方策で
ある。 しか しなが ら,本 稿の研究成果は,さ らに現行の内水面漁業権制度の
根幹を改革する方向を提起 しうる。現行制度では,内 水面漁業権(第5種 共
同漁業権)の 免許を受けうる団体は内水面漁協に限定されているが,そ れを
纏 和 し,漁 協と競合 しうる流域環境保全を志向する組織にも漁業権を免許す
る制度に切 り替える方向を示唆す ることができる。 こうした組織 としては流






























(3)調 査票調査では,天 然遡上率(自 然繁殖率)に ついて漁協役員に記載 させて
いる。本来,天 然遡上率は自然科学的に調査 し,そ の結果を統計的に処理 して
算定されるべきであるが,全 国の内水面漁協における既存データがないため,











問題」宮沢健一他訳 「企業 ・市場 ・法」東洋経済新報社1992.p,133








て,規 制ではなくそれを代替する 「権利の制限」に関わる 「取 り引き」が行わ
れることが示唆されている。
なお,本 稿の校正中に,環 境資源の所有権の初期配分における政府の関与に
ついて ピアソンが近著で,そ れを排除 し得ないことに言及 し,さ らに筆者が本
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(6)土 地所有権の初期配分において,土 地は古典派経済学(リ カー ド)以 来,
「原始不可滅」な財と理解されてきた(大 森正之 「リカー ドの 『自然』問題」
『国際経済論集』2-2,浜 松大学1995を 参照)。 しかし重金属汚染や放射能汚染
は土地の本源的生産力の破壊をもたらし,場 合によっては人間にとって直接的
に負の効用をもたらす。そして現行漁業法が物権としての漁業権に 「土地に関
する規定を準用する」(漁 業法第23条)こ とから,漁 場が同じく 「原始不可滅」
な性格をもっと前提されている。 したがって,「 公益上必要」 があり漁業権補







的かつ重層的な競合となる。公有水面を例に取れば,漁 業権,遊 漁権,農 業水




















層競合と隣接競合については,J.S.ミ ルが 『経済学原理』 において 「土地 は
本来,全 人類の相続財産である。その土地を人に私有させるのは,全 く人類一
般の便宜の問題である。土地の私有がもしも便宜を与えないな らば,そ の私有
は不正である」(CollectedWorks皿,p.230,邦 訳II巻p.74参 照)と 言及 し
ていることを想起 されたい。
(8)本 文中のコースの定理に即 した理論的含意に加え,同 じくコースの定理を一
つの理念型 とみなすとき,次 のような補足的な含意も指摘できる。それは,取
り引き費用軽減を目的として取り引き主体が複数の利害関係者から構成される







を希望するが,同 じく漁協内部の組合員遊漁者が必ず しもこの厳 しい条件に賛
同せず,よ り緩和された条件で早急に取 り引きを成立させたいと希望する場合




(9)大 森正之 「環境監査の経済的意義について」『国際経済論集』1-2,浜 松大学,
1995お よび 「山間地域における環境資源の利用問題」『国際経済論集』4-1,
浜松大学,1997を 参照されたい。
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